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1. 平成31年3月期第1四半期の連結業績（平成30年4月1日～平成30年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年3月期第1四半期 22,087 △3.1 △1,345 ― △1,165 ― △1,183 ―

30年3月期第1四半期 22,805 △1.9 △807 ― △827 ― △624 ―

（注）包括利益 31年3月期第1四半期　　△925百万円 （―％） 30年3月期第1四半期　　△413百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

31年3月期第1四半期 △88.60 ―

30年3月期第1四半期 △46.80 ―

※平成29年10月1日を効力発生日として、10株を1株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり
当期純利益を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

31年3月期第1四半期 120,978 48,017 39.7 3,596.22

30年3月期 126,064 49,276 39.1 3,690.53

（参考）自己資本 31年3月期第1四半期 48,017百万円 30年3月期 49,276百万円

※平成29年10月1日を効力発生日として、10株を1株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり
純資産を算定しております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年3月期 ― 2.50 ― 25.00 ―

31年3月期 ―

31年3月期（予想） 25.00 ― 25.00 50.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

(注)当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株の割合で株式併合を実施いたしました。

平成30年３月期の１株当たり期末配当金については、当該株式併合を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「－」として記載しております。

当該株式併合を考慮しない場合の30年３月期の期末配当金は２円50銭となり、１株当たり年間配当金は５円00銭となります。

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 47,500 3.0 △1,000 ― △900 ― △1,200 ― △89.87

通期 97,500 2.8 0 ― 0 ― 100 ― 7.49

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 有

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年3月期1Q 13,354,688 株 30年3月期 13,354,688 株

② 期末自己株式数 31年3月期1Q 2,577 株 30年3月期 2,531 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年3月期1Q 13,352,126 株 30年3月期1Q 13,352,773 株

(注)当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと
仮定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」および「期中平均株式数」を算定しております。

※四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　上記に記載した予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び当社が合理的であると判断した一定の前提に基づいた見通しであり、多分に
不確定な要素を含んでおります。実際の実績等は、今後様々な要因の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

　なお、業績予想に関する事項については、四半期決算短信（添付資料）３ページの「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測
情報に関する説明」をご参照ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(１)経営成績に関する説明 

紙パルプ業界を取り巻く環境は、電子媒体へのシフトや少子・高齢化による構造的問題のため今後も一層厳しい

情勢が続くことが予想されます。 

このような状況下、当社グループは、発電事業の安定操業や高級白板紙の事業基盤の強化、セルロース・ナノフ

ァイバーの開発促進など、「ネクストステージ50」で培った経営資源を最大限活かして収益確保に邁進するとともに、

将来の需給環境をはじめ、いかなる事業環境の変化の下にあっても、常に成長を志向できる企業体質の基盤を築く

ため、中期３ヶ年計画『フォワード304』を策定し取組みを開始しております。 

当第１四半期連結累計期間の経営成績につきましては、パルプの販売に積極的に取り組みましたが、当社工場の

定期点検停止時の設備更新工事が前年と比較し長期間となったことに加え、原燃料価格の高騰及び物流費の上昇も

あり、前第１四半期連結累計期間と比較し、減収・減益となりました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。 

連結売上高             22,087 百万円 （前年同四半期比  3.1％減） 

連結営業損失             1,345 百万円 （前年同四半期は 807 百万円の連結営業損失）  

連結経常損失             1,165 百万円 （前年同四半期は 827百万円の連結経常損失） 

親会社株主に帰属する四半期純損失   1,183 百万円 （前年同四半期は 624 百万円の親会社株主に帰属 

する四半期純損失） 

（紙・パルプ製造事業） 

◎ 新聞用紙 

新聞用紙の販売につきましては、新聞各社の発行部数の減少と広告減が影響した頁数の減少に歯止めがかから

ない状況が続いており数量・金額ともに前年を下回りました。 

◎ 印刷用紙 

印刷用紙の販売につきましては、紙媒体から電子媒体へのシフト等により国内需要の頭打ちの受け皿として、

東南アジアを中心とした輸出にシフトしましたが、当社工場の定期点検停止が前年度より長期間となったこと

もあり、数量・金額ともに前年を下回りました。 

◎ 包装用紙 

包装用紙の販売につきましては、Ｏ＆Ｃペーパーバッグホールディングス株式会社傘下の海外製袋事業の伸び

が寄与しましたが、工場定期点検停止の影響もあり数量・金額ともに前年を下回りました。 

◎ 特殊紙・板紙及び加工品等 

 特殊紙・板紙及び加工品等の販売につきましては、昨年下期に営業運転を開始したＯ＆Ｃアイボリーボード株

式会社の生産が主に輸出販売に寄与したことにより、数量・金額ともに前年を上回りました。 

◎ パルプ 

パルプの販売につきましては、パルプ市況の回復に伴い数量・金額ともに前年を大幅に上回りました。 

これらにより、当事業の業績は以下のとおりとなりました。 

連結売上高     19,360 百万円  （前年同四半期比 3.3％減） 

連結営業損失     1,643 百万円    （前年同四半期は 1,146 百万円の連結営業損失） 

（発電事業） 

発電事業につきましては、安定操業に努めたことにより増収・増益となりました。 

これらにより、当事業の業績は以下のとおりとなりました。 

連結売上高      1,641 百万円  （前年同四半期比  2.1％増） 

連結営業利益       302 百万円  （前年同四半期比   6.8％増） 
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（その他） 

当社工場の定期点検停止による生産減の影響により、紙断裁選別包装・運送事業等の紙・パルプ製造事業を補

助する「その他事業」につきまして減収・減益となりました。

これらにより、当事業の業績は以下のとおりとなりました。 

連結売上高      4,568 百万円  （前年同四半期比   9.6％減） 

連結営業損失       38 百万円  （前年同四半期は 31百万円の連結営業利益） 

(２)財政状態に関する説明  

（総資産） 

当社工場の長期点検停止に伴い生産数量・売上数量が減少した結果、受取手形及び売掛金が 2,674 百万円、商品

及び製品が 1,589 百万円減少したことなどにより、総資産は前連結会計年度末に比べて 4.0％減少し、120,978 百万

円となりました。 

（負債） 

支払手形及び買掛金が 3,597 百万円減少したことなどにより、負債合計は前連結会計年度末に比べて 5.0％減少

し、72,961 百万円となりました。 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて 2.6％減少し、48,017 百万円となりました。これは主として利益剰余

金が親会社株主に帰属する四半期純損失 1,183 百万円、剰余金の配当 333 百万円による減少などにより 1,516 百万

円減少したことによります。また、自己資本比率は、前連結会計年度末とくらべて 0.6 ポイント増加し、39.7％と

なりました。 

 (３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成 31 年３月期の業績予想につきましては、平成 30 年５月 15 日に公表しました「平成 30 年３月期 決算短信」

における業績予想から見直しは行っておりません。 

今後、何らかの変化がある場合には適切に開示してまいります。 
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(３) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 （継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

   （セグメント情報） 

   Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成 29年４月１日 至 平成 29年６月 30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

報告セグメント 
その他 

(注) 
合計 

紙･パルプ 

製造事業 
発電事業 計 

売上高  

外部顧客への売上高 19,156 1,606 20,763 2,042 22,805 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
870 ― 870 3,014 3,884 

計 20,027 1,606 21,634 5,056 26,690 

セグメント利益 

     又は損失（△） 
△1,146 283 △863 31 △832 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、紙加工品製造事業、運送事業、

設備設計施工・修理事業、原材料事業、紙断裁選別包装事業等を含んでおります。 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主 

な内容(差異調整に関する事項) 

(単位：百万円)
         利益又は損失（△）                   金額 

報告セグメント計                  △863 

「その他」の区分の利益                       31 

セグメント間取引消去                                      19 

固定資産の調整額                                        7 

その他の調整額                        △2 

四半期連結損益計算書の営業損失（△）                      △807 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成 30年４月１日 至 平成 30年６月 30日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

   （単位：百万円） 

報告セグメント 
その他 

(注) 
合計 

紙･パルプ 

製造事業 
発電事業 計 

売上高  

外部顧客への売上高 18,568 1,641 20,209 1,878 22,087 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
791 ― 791 2,690 3,482 

計 19,360 1,641 21,001 4,568 25,570 

セグメント利益 

     又は損失（△） 
△1,643 302 △1,341 △38 △1,379 

     (注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ナノフォレスト事業、紙加工品

製造事業、運送事業、設備設計施工・修理事業、原材料事業、紙断裁選別包装事業等を含んでおります。 

     ２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主 

な内容(差異調整に関する事項) 

(単位：百万円)
        利益又は損失（△）                   金額 

報告セグメント計                 △1,341 

「その他」の区分の利益                       △38 

セグメント間取引消去                                      21 

棚卸資産の調整額                                        7 

その他の調整額                          5 

四半期連結損益計算書の営業損失（△）                     △1,345 

   （会計方針の変更） 

    （たな卸資産の評価方法の変更） 

たな卸資産のうち、商品及び製品に係る評価方法は、従来、主として移動平均法による原価法（収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりましたが、当連結会計年度より、主として総平均法による

原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。 

この変更は、原価システムの更新を契機として、当社が年２回行う主力工場の長期点検停止の影響を平準

化し、期間損益計算及び在庫評価額の計算をより適正に行うことを目的に行ったものであります。 

過去の連結会計年度については総平均法の計算を行うために必要な在庫受払記録を保持していないため、

この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を算定することは実務上不可能であります。そのため、前

連結会計年度末における商品及び製品の帳簿価額を当連結会計年度の期首残高として、平成 30 年４月１日

から将来にわたり総平均法を適用しております。 

       なお、この変更による当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 
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（追加情報） 

    「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28号 平成 30年２月 16日）等を当第１四半期 

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固 

定負債の区分に表示しております。   

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 
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